
～

サービス利用に対する支給率 維持

成果 上げる

要介護又は要支援状態になることを予防し、地域において自立した日常生活を送れることを目
的として事業を実施する。

成果指標と目標値
を設定した理由

この目標値を設定することで、適正なサービス支給が行われるため。

令和２年度の
実施方針

拡充して実施 活動量 増やす コスト 上げる

成果 －

目標

成果 100.0 ％ 100.0 ％ －

目標 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

総事業費　Ａ＋Ｂ 円 269,529,835 219,657,105 273,039,000

市民１人当たりコスト 円 6,301 5,163

人件費　Ｂ 円 45,038,000 35,431,000 41,873,000

6,441

成果指標　アウトカム 方向 平成30年度 令和元年度 令和２年度

イ
ン
プ
ッ

ト

事
務
事
業
コ
ス
ト R２は予算額 一般財源 円 67,839,783 42,310,137 61,328,000

市債 円

その他特定財源 円 71,002,860 60,313,434

正規職員数 人 7.00 5.50 6.50

県支出金 円 28,550,052 27,200,844 32,625,000

決算（見込）額　Ａ 円 224,491,835 184,226,105 －

財源内訳

国庫支出金 円 57,099,140 54,401,690

71,962,000

補正・流用等 円 7,129,000 -10,168,000 －

合計 円 268,259,000 214,277,000

65,251,000

項　　目 単位 平成30年度 令和元年度

介護予防ケアマネジメント

令和２年度

対象（誰のために) 意図（どのような状態にしたいのか）

介護保険被保険者
要介護又は要支援状態になることを予防し、地域において自立した日
常生活を送ることができる。

現状・課題

予算額

当初予算 円 261,130,000 224,445,000 231,166,000

231,166,000

予防給付のうち訪問介護及び通所介護については、本事業に移行し、地域の実情に応じた多様な介
護予防・生活支援サービスを提供する。

市が行う理由
及びその根拠

義務的自治事務 介護保険法

事務事業概要
要介護又は要支援状態になることを予防し、地域において自立した日常生活を送れることを目的と
して事業を実施

令和２年度
の活動指標
アウトプット

活動内容 活動量

訪問型サービス

通所型サービス

予算
体系

会計 介護保険事業特別会計 実施計画

款 ４款 地域支援事業費 未計上

項 －

目指す姿

目 － ― 合併前

政策 01 健康長寿のまちづくり 係 介護予防包括支援係
総合
計画
体系

基本政策 2 支えあい健やかに暮らせる健康長寿のまちづくり 課・室 高齢者支援課

施策 07 介護予防と自立生活の支援 内線電話 366.389

― 実施期間

事務事業名 地域支援事業
目標設定日 令和2年3月1日

部・局

事務事業マネジメントシート（令和２年度目標設定） 事務事業№ 020414

健康福祉部



一般介護予防事業

成年後見制度利用支援事業

配食サービス事業

徘徊高齢者家族支援事業

家族介護者交流事業

介護予防ケアマネジメント事業

介護用品給付事業

活動内容 ４月 ５月 ６月

総合相談・権利擁護事業

通所型サービス事業

令和２年度　業務スケジュール

１月 ２月 ３月

訪問型サービス事業

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

健康福祉部

課・室 高齢者支援課

係 介護予防包括支援係

事務事業名 地域支援事業

部・局

申請受付（随時）

次年度事業準備

▼第1回家族介護者交流会

▼第2回 ▼第5回▼第3回 ▼第4回


